
令和２年度 柏原市人事行政の運営等の状況

Ⅰ．職員の任免及び職員数に関する状況

(1) 職員の採用・退職の状況（平成31年4月2日～令和2年4月1日）

(2)職種別職員数（令和2年4月1日現在）

一般行政職 税務職 医師
薬剤師・

医療技術者
看護・
保健職

福祉職 企業職 技能労務職 教育職
特定任期
付職員

合計

294人 34人 36人 44人 173人 57人 67人 11人 29人 1人 746人

Ⅱ．職員の給与等の状況について
　　市職員の給与や職員数の状況についてお知らせします。職員の給与は、地方公務員法に定める給与決定の原則に

　基づき、生計費、国や他の地方公共団体の職員の給与、民間事業の従業員の給与等を参考にして定めています。

　　給与の基本的な事項は、市議会の議決を経て「一般職の給与に関する条例」などで定められています。

※　ここでお知らせする給与は、すべて税や各種保険料などを引き去る前の額で、いわゆる手取り額ではありません。

（１）人件費の状況（普通会計決算）
（参　考）
30年度の人件費率

元年度 68,644 人

（２）職員給与費の状況（普通会計予算）
職員数
（Ａ）
415
(11)

（注）１．職員手当には、退職手当及び児童手当を含みません。
　　　２．給与費は､当初予算に計上された額です。
　　　３．（　）内は、再任用短時間勤務職員で、外書きです。

445,254千円

住民基本台帳人口

区　分
給　　　　料

２年度 1,541,760千円 684,815千円 6,438千円2,671,829千円

期末・勤勉手当 計（Ｂ）

実　質　収　支

（Ｂ／Ａ）
１人当り給与費

※人件費には、特別職に支給される給料、報酬などを含みます。　

人　　件　　費
（Ｂ）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

15.37%25,491,793千円 3,978,809千円 15.60%191,087千円

人　件　費　率
（Ｂ／Ａ）

職員手当

採用者数 57人
退職者数 44人

歳　　出　　額
（Ａ）

1.  総　　括

区　分
（令和2年3月31日現在)



２．職員の平均給料月額、初任給等の状況

（１）職員の平均給料月額及び平均年齢の状況（令和2年4月1日現在）

　　1)一般行政職

柏原市 41.8歳
国 43.2歳

　　２)技能労務職

柏原市 48.9歳
うち清掃職員 53.7歳

国 50.9歳

（２）職員の初任給の状況（令和2年4月1日現在）

一　般 大学卒

行政職 高校卒

技　能 高校卒

労務職 中学卒

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和2年4月1日現在）

大学卒
高校卒
高校卒

（注）１．各経験年数に該当する職員数が３人以下の場合は、近似の階層について記載しています。
　　　２．各経験年数と近似の階層に該当する職員数が３人以下の場合は、「－」と記載しています。

347,746円
-

308,702円
-
-

１５年 ２０年

339,500円

182,200円

287,283円 -

266,900円

-

403,936円

１０年
経験年数

-
-

（注）１ 　「平均給料月額」とは、令和2年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。 

経験年数

188,700円

146,100円

区　　　分

一般行政職

技能労務職 -

-

150,600円

328,862円

柏　原　市 国

　　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務
　　　　　　手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

　　　２ 　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当
　　　　　　などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされ
　　　　　　ているものです。

区分 平均年齢 平均給料月額

平均給料月額

400,150円

308,501円

154,900円

平均年齢区分

区分

327,564円

154,900円

経験年数

348,313円 465,516円 423,866円

408,868円

平均給与月額
(国ベース）

平均給与月額

406,323円

平均給与月額

388,590円

平均給与月額
(国ベース）

-



３．一般行政職の級別職員数等の状況
（令和2年4月1日現在）

特１等級 特２等級 １等級 ２等級 ３等級 ４等級 ５等級 ６等級 計

標準的な職務内容 部　　長 次　　長 課　　長 課長補佐 係　　長 主　　務 主　　事 主　　事

(注）１．柏原市の給与条例に基づく給料表の等級区分による職員数です。

２．標準的な職務内容とは、それぞれの等級に該当する代表的な職名です。

19.3% 5.7%

21.5% 20.1% 9.8% 8.0%

4.6% 6.4% 11.8% 16.8% 22.9% 12.5%

4.4% 2.7% 17.0% 16.0%

4.8% 4.5% 16.7% 14.6%

５９人 ３９人

20.7% 20.1% 13.3% 5.8%

２９４人

100.0%

100.0%

100.0%

１７人１３人 ８人 ５０人 ４７人 ６１人

考

区　　　　　分

職　　員　　数

構　　成　　比

１年前の構成比

５年前の構成比

参

６等級, 5.8% ６等級, 8.0% 
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16.0% 
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16.8% 

１等級 

17.0% 
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16.7% 
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11.8% 

特２等級 

2.7% 
特２等級 

4.5% 
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４．職員の手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（元年度）

1,785 千円 －

（元年度支給割合） （元年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

　2.60 月分 　1.85 月分 　2.60 月分 　1.85 月分
（1.45）月分 （0.90）月分 （1.45）月分 （0.90）月分

（注）１．期末・勤勉手当の1人当たり平均支給額については、再任用職員は除く。

　　　２．（　　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

（２）退職手当（令和2年4月1日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 19.6695月分 24.586875月分 勤続２０年 19.6695月分 24.586875月分

勤続２５年 28.0395月分 33.27075月分 勤続２５年 28.0395月分 33.27075月分

勤続３５年 39.7575月分 47.709月分 勤続３５年 39.7575月分 47.709月分

最高限度額 47.709月分 47.709月分 最高限度額 47.709月分 47.709月分

その他の加算措置 その他の加算措置

1人当り平均支給額

（注）退職手当の１人当たりの平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

（３）地域手当（調整手当）（令和2年4月1日現在）

　支給対象職員1人当たり
　平均支給年額（元年度普通会計決算）

（４）特殊勤務手当（令和2年4月1日現在）

定年前早期退職特例措置

国

国　の　制　度（支給率） 10%

71千円

職員全体に占める手当支給職員の割合(〃)
支給職員１人当たり平均支給年額（〃) 8,840円(8人)

1.1%

支給実績（元年度普通会計決算）

手　当　の　種　類　（手当数）

死獣処理作業手当

手当の名称 主な支給対象業務及び職員
2種

清掃主管課に所属する職員で、死獣の処
理作業に従事した職員

感染症消毒等作業手当
感染症予防に従事する職員が感染症の予
防及び感染症の消毒作業又は質問若しく
は調査に従事したとき

支　　　　給　　　　率

支 給 対 象 職 員 数 (全会計）

支給実績（元年度普通会計決算）

柏　　　原　　　市

定年前早期退職特例措置

（2%～20%加算） （3%～45%加算）

柏　　　原　　　市

(役職加算5～20％）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

国

職制上の段階、職務の級等による加算措置

(役職加算5～20％・管理職加算10～25％）

6,180千円

1件につき200円,1件を増すごとに
100円を加算。勤務時間外に従事
したときは、1件につき400円と
し、1件を増すごとに200円を加算

1件160円

左記に対する支給単価

171,082千円

430,936円(397人)

746人

10%



（５）時間外勤務手当

（注）時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

（６）その他の手当

手当名 内　　　容　（　月  額　）

扶養手当 配偶者 6,500円
子以外 6,500円

子 10,000円

住居手当
借家　28,000円／上限

通勤手当

管理職手当
管理又は監督の地位の職員
に対し、職務の級及び官職
に応じた区分により定額を
支給

同　　じ

国制度との異同

同    じ

管理又は監督の地位の職員
に対し、職責に応じて
42,000円～87,000円を支給

（満16歳の年度初めから満
22歳の年度末までの子につ
いては、1人につき　5,000
円を加算）

通勤距離が片道２Km以上であ
る職員に支給

　交通用具使用者で通勤距離
に応じた月額

　交通機関等利用職員で6ヶ
月定期の運賃

支給実績（元年度普通会計決算）

職員１人当たり支給年額（元年度普通会計決算）

支給実績（30年度普通会計決算）

職員１人当たり支給年額（30年度普通会計決算） 185,013円(215人)

39,778千円

42,944千円

46,546千円
236,276円
(197人)

237,257円(181人)

30,121千円
295,300円
(102人)

25,416千円
79,925円
(318人)

支給実績
（元年度普通会計決算）

支給職員１人当
たり平均支給年
額（元年度)

(特１等級は3,500円)

同　　じ

121,533千円
620,066円
(196人)

管理職員
特別勤務手
当

緊急又は公務の運営上、週休日又
は祝日等若くは年末年始の勤務、
又は災害等により週休日以外の午
前0時から5時に勤務した管理又は
監督の地位の職員に対し

6,951千円
41,372円
(168人)同    じ

4,000円～15,000円を支給



５．特別職の報酬等の状況 ６．職員数状況
（令和2年4月1日現在） （１）部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年4月1日現在）

(職制上の加算措置あり)

(職制上の加算措置あり)

（算定方式）

840,000×30/100×48月

0円

745,000×27/100×48月

9,655,200円 （注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

（支給時期） 　　　２　[    ]内は､条例定数の合計です。

退職の日から１ヶ月以内

任期ごとに支給 （２）年齢別職員構成の状況　（令和2年4月1日)

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

期
　
末
　
手
　
当

市　長

合　　　計
733 746 13

[833] [833]

746

計

83 42 45 34

52歳 56歳 60歳

51歳

副市長

退
　
職
　
手
　
当

29 30

333 337

そ の 他

×0    =

　　　 =

55歳 59歳 以  上

44歳 48歳

47歳

欠員不補充

[0]

業務の増加

4

-1

1

66

下 水 道 22 21

67 1

3

1

業務の増加

公営
企業
等

病 院 256 259

水 道 26

小　計

27 業務の増加

特別
行政

教 育 66 67 1 業務の増加

小　計

一
　
般
　
行
　
政

業務の増加

土 木 44 48 4 業務の増加

商 工 3 4 1

農 林 水 産 8 7 -1 欠員不補充

衛 生 21 21 0

欠員不補充

民 生 110 115 5 業務の増加

税 務 36 34 -2

総 務 企 画 106 107 1 業務の増加

6議 会 6

主な増減理由
部門 平成31年 令和2年

区  分 職　　員　　数

小　計 334

対前年
増減数

0

342 8

4.45月分

市　長

副市長

議　長

副議長

報
酬

＜元年度支給割合＞

20歳

23歳

530,000円

550,000円

議　長

副議長

議　員

議　員

区　　　分 給料月額等

672,000円

596,000円
給
料

市　長

副市長

月額

月額

590,000円

20歳

未満

4.45月分

月額

月額

月額

＜元年度支給割合＞

40歳

27歳 31歳 35歳 39歳 43歳

24歳 28歳 32歳 36歳

0 7699 100 103 6837 59
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(３) 職員数の推移

     （  単位 ：  人 ・ ％  ）

一般行政 332 328 326

                     年  度
部 門 別

２７年 ２8年 ２９年

66

元年
過去５年間

の増減数（率）
３０年 ３１年

324 334 342 10

教育 73 69 68

3.0%

67 ▲ 666
▲ 8.2%

消防 ― ― ― ― ― ― -
-

普通会計計 405 397 394 390 400 409 4

32

公営企業等会計計 309 321 324 329 333 337 28

0

4.5%

9.1%

総合計 714 718 718 719 733 746



７．公営企業職員の状況
（１）水道事業
　１）職員給与費の状況
　　ア　決算

（参　考）
30年度の総費用に占
める職員給与費比率

元年度

（注）１．職員手当には、退職手当を含みません。

　　　２．給与費は､当初予算に計上された額です。

　　イ　予算
職員数
（Ａ）

（注）１．職員手当には、退職手当を含みません。
　　　２．給与費は､当初予算に計上された額です。
　　　３．（　）内は、再任用短時間勤務職員で、外書きです。

　２)職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和2年4月1日現在）

柏原市  38歳4月
（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

（注）１．職員給与費には、特別職に支給される給料、報酬などを含みます。

区　分
純損益又は
実質収支

総費用に占める
総　　費　　用 職員給与費 職員給与費比率

（Ａ） （Ｂ）

（Ｂ／Ａ）

（Ｂ／Ａ）

1,195,154千円 242,918千円 141,569千円 11.84% 11.47%

48,639千円 56,075千円 223,949千円

区　分
給　　　　　　　　与　　　　　　　　費 １人当り給与費

給　　　　料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ）

    8,294千円

区分 平均年齢 基　　本　　給 平均月収額

351,602円 551,911円

２年度
27人
(0)

119,235千円



　３）職員の手当の状況

　　ア　期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（元年度） １人当たり平均支給額（元年度）

1,679 千円 1,785 千円

（元年度支給割合） （元年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

　2.60 月分 　1.85 月分 　2.60 月分 　1.85 月分
（1.45）月分 （0.90）月分 （1.45）月分 （0.90）月分

（注）１．期末・勤勉手当の1人当たり平均支給額については、再任用職員は除く。

　　　２．（　　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

  イ 退職手当（令和2年4月1日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 19.6695月分 24.586875月分 勤続２０年 19.6695月分 24.586875月分

勤続２５年 28.0395月分 33.27075月分 勤続２５年 28.0395月分 33.27075月分

勤続３５年 39.7575月分 47.709月分 勤続３５年 39.7575月分 47.709月分

最高限度額 47.709月分 47.709月分 最高限度額 47.709月分 47.709月分

その他の加算措置 その他の加算措置

  ウ 地域手当（調整手当）（令和2年4月1日現在）

　支給対象職員1人当たり
　平均支給年額（元年度水道事業会計決算）

  エ 特殊勤務手当（令和2年4月1日現在）

  オ 時間外勤務手当

（注）時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

柏　　　原　　　市 柏原市（一般行政職）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

(役職加算5～20％） (役職加算5～20％）

柏　　　原　　　市 柏原市（一般行政職）

定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置

（2%～20%加算） （2%～20%加算）

支給実績（元年度水道事業会計決算） 10,520千円
支　　　　給　　　　率 10%

国　の　制　度（支給率） 10%
支 給 対 象 職 員 数 (水道事業会計） 26人

404,651円(26人)

支給実績（元年度水道事業会計決算） 0千円
支給職員１人当たり平均支給年額（〃) 0円(0人)
職員全体に占める手当支給職員の割合(〃) 0.00%

手　当　の　種　類　（手当数） 2種
手当の名称 主な支給対象業務及び職員 左記に対する支給単価

感染症消毒等作業手当
感染症予防に従事する職員が感染症の予
防及び感染症の消毒作業又は質問若しく
は調査に従事したとき

1件につき200円,1件を増すごと
に100円を加算。勤務時間外に従
事したときは、1件につき400円
とし、1件を増すごとに200円を
加算

死獣処理作業手当
清掃主管課に所属する職員で、死獣の処
理作業に従事した職員

1件160円

支給実績（元年度水道事業会計決算） 5,087千円

職員１人当たり支給年額（〃） 299,246円(17人)

支給実績（30年度水道事業会計決算） 3,667千円

職員１人当たり支給年額（〃） 215,734円(17人)



  カ その他の手当

手当名 内　　　容　（　月　額　）

扶養手当 配偶者 6,500円
子 10,000円
子以外 6,500円

住居手当
借家　28,000円／上限

通勤手当

管理職手当

一般行政職の制度との異同
支給実績

（元年度決算）

支給職員１人当
たり平均支給年
額（元年度)

4,530千円
251,666円
(18人)同　　じ

（満16歳の年度初めから満
22歳の年度末までの子につ
いては、1人につき　5,000
円を加算）

2,565千円
285,000円

(9人)
同　　じ

通勤距離が片道２Km以上であ
る職員に支給

2,293千円
99,729円
(23人)

　交通機関等利用職員で6ヶ
月定期の運賃

同    じ

　交通用具使用者で通勤距離
に応じた月額

管理又は監督の地位の職員
に対し、職責に応じて
42,000円～87,000円を支給

同　　じ 6,036千円
670,666円

(9人)

管理職員
特別勤務手
当

緊急又は公務の運営上、週休日又
は祝日等若くは年末年始の勤務、
又は災害等により週休日以外の午
前0時から5時に勤務した管理又は
監督の地位の職員に対し

－ －
同    じ

4,000円～15,000円を支給



７．公営企業職員の状況
（２）下水道事業
　１）職員給与費の状況
　　ア　決算

（参　考）
30年度の総費用に占
める職員給与費比率

元年度

（注）１．職員手当には、退職手当を含みません。

　　　２．給与費は､当初予算に計上された額です。

　　イ　予算
職員数
（Ａ）

（注）１．職員手当には、退職手当を含みません。
　　　２．給与費は､当初予算に計上された額です。
　　　３．（　）内は、再任用短時間勤務職員で、外書きです。

　２)職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和2年4月1日現在）

柏原市 34歳8月
（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

（注）１．職員給与費には、特別職に支給される給料、報酬などを含みます。

区　分
純損益又は
実質収支

総費用に占める
総　　費　　用 職員給与費 職員給与費比率

（Ａ） （Ｂ）

（Ｂ／Ａ）

（Ｂ／Ａ）

2,080,768千円 74,430千円 80,970千円 3.89% 3.74%

36,518千円 46,513千円 181,591千円

区　分
給　　　　　　　　与　　　　　　　　費 １人当り給与費

給　　　　料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ）

7,566千円

区分 平均年齢 基　　本　　給 平均月収額

355,959円 564,585円

２年度
24人
(0)

98,560千円



　３）職員の手当の状況

　　ア　期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（元年度） １人当たり平均支給額（元年度）

1,726 千円 1,785 千円

（元年度支給割合） （元年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

　2.60 月分 　1.85 月分 　2.60 月分 　1.85 月分
（1.45）月分 （0.90）月分 （1.45）月分 （0.90）月分

（注）１．期末・勤勉手当の1人当たり平均支給額については、再任用職員は除く。

　　　２．（　　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

  イ 退職手当（令和2年4月1日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 19.6695月分 24.586875月分 勤続２０年 19.6695月分 24.586875月分

勤続２５年 28.0395月分 33.27075月分 勤続２５年 28.0395月分 33.27075月分

勤続３５年 39.7575月分 47.709月分 勤続３５年 39.7575月分 47.709月分

最高限度額 47.709月分 47.709月分 最高限度額 47.709月分 47.709月分

その他の加算措置 その他の加算措置

  ウ 地域手当（調整手当）（令和2年4月1日現在）

　支給対象職員1人当たり
　平均支給年額（元年度水道事業会計決算）

  エ 特殊勤務手当（令和2年4月1日現在）

  オ 時間外勤務手当

（注）時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

柏　　　原　　　市 柏原市（一般行政職）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

(役職加算5～20％） (役職加算5～20％）

柏　　　原　　　市 柏原市（一般行政職）

定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置

（2%～20%加算） （2%～20%加算）

支給実績（元年度下水道事業会計決算） 9,347千円
支　　　　給　　　　率 10%

国　の　制　度（支給率） 10%
支 給 対 象 職 員 数 (下水道事業会計） 22人

424,880円(22人)

支給実績（元年度下水道事業会計決算） 0千円
支給職員１人当たり平均支給年額（〃) 0円(0人)
職員全体に占める手当支給職員の割合(〃) 0.00%

手　当　の　種　類　（手当数） 2種
手当の名称 主な支給対象業務及び職員 左記に対する支給単価

感染症消毒等作業手当
感染症予防に従事する職員が感染症の予
防及び感染症の消毒作業又は質問若しく
は調査に従事したとき

1件につき200円,1件を増すごと
に100円を加算。勤務時間外に従
事したときは、1件につき400円
とし、1件を増すごとに200円を
加算

死獣処理作業手当
清掃主管課に所属する職員で、死獣の処
理作業に従事した職員

1件160円

支給実績（元年度下水道事業会計決算） 2,780千円

職員１人当たり支給年額（〃） 278,035円(10人)

支給実績（30年度下水道事業会計決算） 3,326千円

職員１人当たり支給年額（〃） 277,221円(12人)



  カ その他の手当

手当名 内　　　容　（　月　額　）

扶養手当 配偶者 6,500円
子 10,000円
子以外 6,500円

住居手当
借家　28,000円／上限

通勤手当

管理職手当

一般行政職の制度との異同
支給実績

（元年度決算）

支給職員１人当
たり平均支給年
額（元年度)

4,136千円
258,500円
(16人)同　　じ

（満16歳の年度初めから満
22歳の年度末までの子につ
いては、1人につき　5,000
円を加算）

2,562千円
320,250円

(8人)
同　　じ

通勤距離が片道２Km以上であ
る職員に支給

1,971千円
109,501円
(18人)

　交通機関等利用職員で6ヶ
月定期の運賃

同    じ

　交通用具使用者で通勤距離
に応じた月額

管理又は監督の地位の職員
に対し、職責に応じて
42,000円～87,000円を支給

同　　じ 6,792千円
566,000円
(12人)

管理職員
特別勤務手
当

緊急又は公務の運営上、週休日又
は祝日等若くは年末年始の勤務、
又は災害等により週休日以外の午
前0時から5時に勤務した管理又は
監督の地位の職員に対し

－ －
同    じ

4,000円～15,000円を支給



（２）病院事業
　１）職員給与費の状況
　　ア　決算

（参　考）
30年度の総費用に占
める職員給与費比率

元年度

　　イ　予算
職員数
（Ａ）
251
(1)

（注）１．職員手当には、退職手当を含みません。
　　　２．給与費は､当初予算に計上された額です。
　　　３．（　）内は、再任用短時間勤務職員で、外書きです。

　２)職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和2年4月1日現在）

医師 44歳0月
看護師 36歳7月

医療技術 37歳7月
事務 39歳4月

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

301,592円 476,212円
305,567円 477,809円
303,508円 476,177円

区分 平均年齢 基　　本　　給 平均月収額

506,113円 1,242,169円

２年度 923,781千円 577,310千円 411,998千円 1,913,089千円         7,592千円

区　分
給　　　　　　　　与　　　　　　　　費 １人当り給与費

給　　　　料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ） （Ｂ／Ａ）

（Ｂ／Ａ）

4,781,765千円 △222,407千円 2,402,549千円 50.24% 50.34%

区　分
純損益又は
実質収支

総費用に占める
総　　費　　用 職員給与費 職員給与費比率

（Ａ） （Ｂ）



　３）職員の手当の状況

　　ア　期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（元年度） １人当たり平均支給額（元年度）

1,619 千円 1,785 千円

（元年度支給割合） （元年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

　2.60 月分 　1.85 月分 　2.60 月分 　1.85 月分
（1.45）月分 （0.90）月分 （1.45）月分 （0.90）月分

（注）１．期末・勤勉手当の1人当たり平均支給額については、再任用職員は除く。

　　　２．（　　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

  イ 退職手当（令和2年4月1日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 19.6695月分 24.586875月分 勤続２０年 19.6695月分 24.586875月分

勤続２５年 28.0395月分 33.27075月分 勤続２５年 28.0395月分 33.27075月分

勤続３５年 39.7575月分 47.709月分 勤続３５年 39.7575月分 47.709月分

最高限度額 47.709月分 47.709月分 最高限度額 47.709月分 47.709月分

その他の加算措置 その他の加算措置

  ウ 地域手当（調整手当）（令和2年4月1日現在）

　支給対象職員1人当たり
　平均支給年額（元年度病院事業会計決算）

  エ 特殊勤務手当（令和2年4月1日現在）

手術業務手当
病院に勤務する看護師又は准看護師で手
術業務に従事する者

日額100円

分娩手当 分娩業務に従事したとき
1分娩につき、医師5,000円、
助産師2,000円、看護師又は准看
護師500円

当直勤務時間内診療業務手
当

病院に勤務する医師及び看護師又は准看
護師が、当直勤務時間内に外来患者の診
療業務に従事したとき

医師1件2,000円、看護師又は准
看護師1件400円

助産業務手当
病院に勤務する助産師で、助産業務に従
事する助産師

日額150円

放射線取扱作業手当

病院及び診療所に勤務する職員で、エックス
線その他の放射線を人体に対して照射する作
業を主たる職務とするもの及びその補助者に
対して、当該作業に従事したとき

日額150円

夜間業務手当
病院に勤務する職員が、正規の勤務時間
による勤務の一部又は全部が深夜におい
て行われる業務に従事したとき

準夜勤1回2,800円、深夜勤1回3,100
円（深夜における勤務時間が2時間
に満たない場合は、1,600円）
1分娩1,000円又は500円

手当の名称 主な支給対象業務及び職員 左記に対する支給単価

診療等業務手当 市立病院に勤務する医師
市立病院の毎月の入院収益及び外来
収益総額の100分の5以内の額

支給職員１人当たり平均支給年額（〃) 1,170,123円
職員全体に占める手当支給職員の割合(〃) 73.36%

手　当　の　種　類　（手当数） 7種

国　の　制　度（支給率） 10%
支 給 対 象 職 員 数 (病院事業会計） 244人

409,477円

支給実績（元年度病院事業会計決算） 209,452千円

支給実績（元年度病院事業会計決算） 99,912千円
支　　　　給　　　　率 10%

柏　　　原　　　市 柏原市（一般行政職）

定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置

（2%～20%加算） （2%～20%加算）

柏　　　原　　　市 柏原市（一般行政職）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

(役職加算5～20％） (役職加算5～20％）



  オ 時間外勤務手当

（注）時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

  カ その他の手当

手当名 内　　　容　（　月　額　）

扶養手当 配偶者 6,500円
子 10,000円
子以外 6,500円

住居手当
借家　28,000円／上限

通勤手当

管理職手当 管理又は監督の地位の職員
に対し、職責に応じて
42,000円～87,000円を支給

同　　じ 61,213千円 644,347円

20,988千円 308,648円同　　じ

通勤距離が片道２Km以上であ
る職員に支給

14,927千円 78,982円　交通機関等利用職員で6ヶ
月定期の運賃

同    じ

　交通用具使用者で通勤距離
に応じた月額

支給職員１人当
たり平均支給年
額（元年度)

25,672千円 249,242円同　　じ

（満16歳の年度初めから満
22歳の年度末までの子につ
いては、1人につき　5,000
円を加算）

支給実績（30年度病院事業会計決算） 45,391千円

職員１人当たり支給年額（〃） 354,619円

一般行政職の制度との異同
支給実績

（元年度決算）

支給実績（元年度病院事業会計決算） 47,709千円

職員１人当たり支給年額（〃） 366,989円



Ⅲ．職員の勤務条件・勤務時間等の状況

(1) 勤務時間（本庁勤務職員の場合）

始業時間 終業時間 休憩時間

土曜日及び日曜日

国民の祝日に関する法律に規定する休日

12月29日から翌年の1月3日までの日

(２) 年次有給休暇の概要

平均取得日

9.8日

(３) 特別有給休暇の概要

(４)休業の状況
種類 人数

※（　）内は平成30年度以前から引き続き取得している者の人数で、内数です。

その他、ドナー休暇・ボランティア休暇・妊娠した職員の母体保護に関する休暇等

制度概要

育児休業
3歳未満の子を養育するた
めの休業（無給）

31人
（16人）

部分休業
(育児）

小学校就学の始期に達するま
での子を養育するための、1日
2時間以内の休業（無給）

2人

勤続年数が10年、20年、30年に達する職
員の心身疲労の回復のため

10年2日、20年3日、30年5日

公務上負傷し、又は疾病にかかり療養のた
め勤務しないことが相当と認められる場合

1年以内

私傷病の療養のため勤務しないことが相当
と認められる場合

60日以内

職員の親族が死亡した場合

配偶者10日、父母7日、子5日

祖父母・兄弟姉妹・配偶者の父母3日

その他3親等内の親族1日

夏季における盆等の諸行事、心身の健康
維持及び増進又は家庭生活の充実のため

7日以内

職員の妻の出産に伴い必要と認められる
入院の付き添い等のため勤務しないことが
相当と認められる場合

3日以内

中学校就学始期に達するまでの子を養育
する職員が、その子の看護のため勤務しな
いことが相当と認められる場合

年5日以内
（2人以上の場合　年10日以内）

要介護者の介護等を行う職員が当該世話
を行うために勤務しないことが相当と認めら
れる場合

年5日以内
（2人以上の場合　年10日以内）

職員が生理日の就業が著しく困難な場合 2日以内

職員の出産に伴う産前産後期間 産前8週間（多胎妊娠は14週間）産後8週間

生後3年に達しない子を育てる職員が、そ
の子の保育のために必要と認められる授
乳等を行う場合

1日2回それぞれ30分以内

又は1日1回1時間以内

制 度 概 要

1年につき20日を付与 現年
分のみ翌年に繰り越し可

事　　　　　　由 期　　　間

在職1年以上の職員が結婚するとき 7日以内

閉　　庁　　日

午前8時45分 午後5時15分 45分間

1日あたりの勤務時間 1週間あたりの勤務時間

7時間45分 38時間45分



Ⅳ．職員の分限及び懲戒処分の状況

(1) 分限処分の発令状況（平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）
　　　分限処分は、職員がその職責を十分に果たすことができない場合に、職員の意に反
　　する不利益な身分上の変動をもたらす処分で、公務能率の維持向上を図ることを目的
　　としています。分限処分には、降任、免職、休職、降給の４種類があります。

降任 免職 休職 降給

－ － 20件(10名) －

(２) 懲戒処分の発令状況（平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）
　　　懲戒処分は、職員の一定の服務義務違反に対して科する制裁としての処分で、公務
　　における規律と秩序の維持を目的として職員の道義的責任を問うものです。懲戒処分
　　には、戒告、減給、停職、免職の４種類があります。

戒告 減給 停職 免職

－ － － 1件（1名）

Ⅴ．職員の服務の状況

服務に関する通達回数（平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）

Ⅵ．職員の研修に関する状況

（平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）
コース数 受講者数

一般研修 階層別研修 6 238人
実務研修 2 100人
教養研修 3 365人
区分なし 0 0人
階層別研修 2 127人
区分なし 2 218人
派遣研修
（国・府等） 6 76人
派遣研修（中
部都市職員協
議会） 10 232人
その他 9 30人

Ｅラーニング Ｅラーニング 2 47人
42 1,433人計

　※ 同一の者が複数回にわたって分限処分に付された場合は、重複して計上しています。

綱紀の粛正及び服務規律の確保に関する通達　　1回

研　　　　修　　　　名

特別研修

職員講師研修

派遣研修



Ⅶ．職員の福祉及び利益の保護の状況

(1) 健康診断の実施状況（平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）

健康診断名 受診者数

定期健康診
断（夏季）

467人

Ｂ型肝炎予
防ワクチン接
種

26人

大腸検診 98人

胃部健康診
断

54人

(２) 人間ドックの受診状況（平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）

被保険者(職
員)数

227人

被扶養者数 26人

(３) 福利厚生
    地方公共団体は地方公務員法により、職員の福利厚生を実施することが義務付けられて
  います。本市では、柏原市職員福利厚生会において、福利厚生事業を実施しています。

負担割合

１人当たりの
市負担額

(４)公平委員会の業務の状況（令和元年度）
　　　勤務条件に関する措置の要求の状況 該当なし
　　　不利益処分に関する審査請求の状況 該当なし

大阪府市町
村職員共済
組合が実施
する人間ドッ
ク受診者数

福利厚生事業の実施状況
１：１
（市委託料：本人掛金）

6,000円／年

主な事業内容 ・人間ドック補助金
・レクリエーション補助
・健康増進
・常備薬の配備  など

上記の検査で抗体のない職
員

40歳以上の職員

頸肩腕腰痛
健康診断

技能労務職員・保育士・水
道局技術職員

8人

30歳以上の職員

対　　　象　　　者

全職員（病院除く）

Ｂ型肝炎予
防HBs抗原
抗体検査

福祉関係職員・保育士・幼
稚園教諭

56人


